
 

第１７号議案 

 

 

 

芦屋市職員の退職手当に関する条例及び芦屋市立学校職員等の退職手当に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 芦屋市職員の退職手当に関する条例及び芦屋市立学校職員等の退職手当に関する条

例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

 

令和７年２月１７日提出 

 

 

 

芦屋市長 髙 島  崚 輔    

 

 

 

 

提案理由 

 

 雇用保険法等の一部を改正する法律による雇用保険法及び国家公務員退職手当法の

一部改正を踏まえ、雇用保険の失業等給付に相当する退職手当について、支給期間に

係る特例を設ける等のため、この条例を制定しようとするもの。 
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芦屋市条例第  号 

 

 

   芦屋市職員の退職手当に関する条例及び芦屋市立学校職員等の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

（芦屋市職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第１条 芦屋市職員の退職手当に関する条例（昭和３０年芦屋市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

 

 次の表中下線又は太枠の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」と

いう。）については、次のとおりとする。 

(1) 改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。 

(2) 改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。 

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

 

改正後 改正前 

（失業者の退職手当） （失業者の退職手当） 

第１１条 （略） 第１１条 （略） 

２～１０ （略） ２～１０ （略） 

１１ 第１項、第３項及び第５項から前項までに定めるもののほ

か、第１項又は第３項の規定による退職手当の支給を受けるこ

とができる者で次の各号の規定に該当するものに対しては、そ

れぞれ当該各号に掲げる金額を、退職手当として、雇用保険法

の規定による技能習得手当、寄宿手当、傷病手当、就業促進手

当、移転費又は求職活動支援費の支給の条件に従い支給する。 

１１ 第１項、第３項及び第５項から前項までに定めるもののほ

か、第１項又は第３項の規定による退職手当の支給を受けるこ

とができる者で次の各号の規定に該当するものに対しては、そ

れぞれ当該各号に掲げる金額を、退職手当として、雇用保険法

の規定による技能習得手当、寄宿手当、傷病手当、就業促進手

当、移転費又は求職活動支援費の支給の条件に従い支給する。 

(1)～(3） （略） (1)～(3） （略） 

(4) 安定した職業に就いた者 雇用保険法第５６条の３第３項

に規定する就業促進手当の額に相当する金額 

(4) 職業に就いた者 雇用保険法第５６条の３第３項に規定する

就業促進手当の額に相当する金額 
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改正後 改正前 

(5)・(6) （略） (5)・(6) （略） 

１２・１３ （略） １２・１３ （略） 

１４ 第１１項第４号に掲げる退職手当の支給があつたときは、

第１項、第３項又は第１１項の規定の適用については、雇用保

険法第５６条の３第１項第１号に該当する者に係る就業促進手

当について、同条第４項の規定により基本手当を支給したもの

とみなされる日数に相当する日数分の第１項又は第３項の規定

による退職手当の支給があつたものとみなす。 

１４ 第１１項第４号に掲げる退職手当の支給があつたときは、

第１項、第３項又は第１１項の規定の適用については、次の各

号に掲げる退職手当ごとに、当該各号に定める日数分の第１項

又は第３項の規定による退職手当の支給があつたものとみな

す。 

 (1) 雇用保険法第５６条の３第１項第１号イに該当する者に係る

就業促進手当に相当する退職手当 当該退職手当の支給を受け

た日数に相当する日数 

 (2) 雇用保険法第５６条の３第１項第１号ロに該当する者に係る

就業促進手当に相当する退職手当 当該就業促進手当について

同条第５項の規定により基本手当を支給したものとみなされる

日数に相当する日数 

１５～１７ （略） １５～１７ （略） 

附 則 附 則 

１・２ （略） １・２ （略） 

３ 令和９年３月３１日以前に退職した職員に対する第１１条第

１０項の規定の適用については、同項中「第２８条まで」とあ

るのは「第２８条まで及び附則第５条」と、同項第２号中「イ

 雇用保険法第２２条第２項に規定する厚生労働省令で定める

理由により就職が困難な者であつて、同法第２４条の２第１項

第２号に掲げる者に相当する者として規則で定める者に該当

し、かつ、任命権者が同項に規定する指導基準に照らして再就

職を促進するために必要な職業安定法第４条第４項に規定する

職業指導を行うことが適当であると認めたもの」とあるのは

「イ 雇用保険法第２２条第２項に規定する厚生労働省令で定

３ 令和７年３月３１日以前に退職した職員に対する第１１条第１

０項の規定の適用については、同項中「第２８条まで」とあるの

は「第２８条まで及び附則第５条」と、同項第２号中「イ 雇用

保険法第２２条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由によ

り就職が困難な者であつて、同法第２４条の２第１項第２号に掲

げる者に相当する者として規則で定める者に該当し、かつ、任命

権者が同項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するため

に必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うこと

が適当であると認めたもの」とあるのは「イ 雇用保険法第２２

条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由により就職が困難
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改正後 改正前 

める理由により就職が困難な者であつて、同法第２４条の２第

１項第２号に掲げる者に相当する者として規則で定める者に該

当し、かつ、任命権者が同項に規定する指導基準に照らして再

就職を促進するために必要な職業安定法第４条第４項に規定す

る職業指導を行うことが適当であると認めたもの ウ 特定退

職者であつて、雇用保険法附則第５条第１項に規定する地域内

に居住し、かつ、任命権者が同法第２４条の２第１項に規定す

る指導基準に照らして再就職を促進するために必要な職業安定

法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると

認めたもの（アに掲げる者を除く。）」とする。 

な者であつて、同法第２４条の２第１項第２号に掲げる者に相当

する者として規則で定める者に該当し、かつ、任命権者が同項に

規定する指導基準に照らして再就職を促進するために必要な職業

安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当である

と認めたもの ウ 特定退職者であつて、雇用保険法附則第５条

第１項に規定する地域内に居住し、かつ、任命権者が同法第２４

条の２第１項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するた

めに必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うこ

とが適当であると認めたもの（アに掲げる者を除く。）」とす

る。 

４～１４ （略） ４～１４ （略） 

 

（芦屋市立学校職員等の退職手当に関する条例の一部改正） 

第２条 芦屋市立学校職員等の退職手当に関する条例（昭和３６年芦屋市条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

 

 次の表中下線又は太枠の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」と

いう。）については、次のとおりとする。 

(1) 改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。 

(2) 改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。 

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

 

改正後 改正前 

付 則 付 則 

１～３ （略） １～３ （略） 

４ 令和９年３月３１日以前に退職した教職員に対する第１０条に

おいて準用する芦屋市職員の退職手当に関する条例第１１条第１

０項の規定の適用については、同項中「第２８条まで」とあるの

は「第２８条まで及び附則第５条」と、同項第２号中「イ 雇用

４ 令和７年３月３１日以前に退職した教職員に対する第１０条に

おいて準用する芦屋市職員の退職手当に関する条例第１１条第１

０項の規定の適用については、同項中「第２８条まで」とあるの

は「第２８条まで及び附則第５条」と、同項第２号中「イ 雇用
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改正後 改正前 

保険法第２２条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由によ

り就職が困難な者であつて、同法第２４条の２第１項第２号に掲

げる者に相当する者として規則で定める者に該当し、かつ、任命

権者が同項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するため

に必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うこと

が適当であると認めたもの」とあるのは「イ 雇用保険法第２２

条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由により就職が困難

な者であつて、同法第２４条の２第１項第２号に掲げる者に相当

する者として規則で定める者に該当し、かつ、任命権者が同項に

規定する指導基準に照らして再就職を促進するために必要な職業

安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当である

と認めたもの ウ 特定退職者であつて、雇用保険法附則第５条

第１項に規定する地域内に居住し、かつ、任命権者が同法第２４

条の２第１項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するた

めに必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うこ

とが適当であると認めたもの（アに掲げる者を除く。）」とす

る。 

保険法第２２条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由によ

り就職が困難な者であつて、同法第２４条の２第１項第２号に掲

げる者に相当する者として規則で定める者に該当し、かつ、任命

権者が同項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するため

に必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うこと

が適当であると認めたもの」とあるのは「イ 雇用保険法第２２

条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由により就職が困難

な者であつて、同法第２４条の２第１項第２号に掲げる者に相当

する者として規則で定める者に該当し、かつ、任命権者が同項に

規定する指導基準に照らして再就職を促進するために必要な職業

安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当である

と認めたもの ウ 特定退職者であつて、雇用保険法附則第５条

第１項に規定する地域内に居住し、かつ、任命権者が同法第２４

条の２第１項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するた

めに必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うこ

とが適当であると認めたもの（アに掲げる者を除く。）」とす

る。 

５～１３ （略） ５～１３ （略） 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の芦屋市職員の退職手当に関する条例（以下「退職手当条例」という。）第１１条第１１項第

４号（同条第１５項において準用する場合を含む。）の規定は、退職職員（退職した退職手当条例第２条に規定する職員を

いう。以下この項において同じ。）であって施行日以後に安定した職業に就いた者について適用し、退職職員であって施行

日前に職業に就いた者に対する就業促進手当に相当する退職手当の支給については、なお従前の例による。 
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参 照 

 

 

芦屋市職員の退職手当に関する条例及び芦屋市立学校職員等の退職手当に関する 

   条例の一部改正要綱 

 

１ 改正の趣旨 

雇用保険法等の一部を改正する法律による雇用保険法及び国家公務員退職手当法

の一部改正を踏まえ、雇用保険の失業等給付に相当する退職手当について、支給期

間に係る特例を設ける等のため、この条例を制定しようとするもの。 

 

２ 改正の内容   

(1) 芦屋市職員の退職手当に関する条例の一部改正（第１条関係） 

ア 失業者の退職手当として支給する就業促進手当の対象を、安定した職業に就

いた者（現行は職業に就いた者）（※）に改める。（第１１条第１１項） 

※  安定した職業に就いた者とは、１年を超えて引き続き雇用されることが確

実であると認められる職業に就き、又は事業（当該事業により当該受給資格

者が自立することができると公共職業安定所長が認めたものに限る。）を開

始した受給資格者であって、就業促進手当を支給することが当該受給資格者

の職業の安定に資すると認められるものをいう。 

 

イ 雇用保険法の改正に伴う規定の整理（第１１条第１４項） 

 

ウ 特定退職者の所定給付日数の延長等に関する暫定措置の延長（附則第３項） 

公務上の傷病等により退職した特定退職者で、雇用情勢が厳しい地域に居住

し、かつ、再就職を促進するために必要な職業指導を受けることが適当である

と任命権者が認めたものに対して、失業者の退職手当の所定給付日数（※）を

延長することができる暫定措置を、令和９年３月３１日（現行は令和７年３月

３１日）まで延長する。 

※ 雇用保険法の規定による失業等給付の所定給付日数に相当する日数をいう。 

     

(2)  芦屋市立学校職員等の退職手当に関する条例の一部改正（第２条関係） 

(1)ウと同じ。（付則第４項）       
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３ 施行期日等 

(1) 令和７年４月１日 

(2) ２(1)アは、施行日以後に安定した職業に就いた者について適用し、施行日前に

職業に就いた者に対する就業促進手当に相当する退職手当の支給については、な

お従前の例による。 
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